
○難治性疾患克服研究事業 １００億円（１００億円）
根本的な治療法が確立しておらず、かつ後遺症を残すおそれが少なくない難治性疾患に対して、重点

的・効率的に研究を行うことにより、病状の進行の阻止、機能回復・再生を目指した画期的な診断・治

療法の開発を行い、患者の療養生活の質の向上を図る。

○特定疾患治療研究事業 ２７５億円（２３２億円）
原因が不明であって、治療法が確立していない特定疾患に関する医療の確立、普及を図るとともに、

患者の医療費の負担軽減を図る。

○難病相談・支援センター事業 ２６５百万円（２７５百万円）
難病患者のもつ様々なニーズに対応したきめ細かな相談支援が行えるよう、都道府県毎の活動拠点と

なる「難病相談・支援センター」を設置し、地域における難病患者支援対策を一層推進する。

（全国４７箇所に設置）

○重症難病患者入院施設確保事業 １７９百万円（１１６百万円）
都道府県毎に難病医療連絡協議会、難病医療拠点病院・協力病院を設置し、入院治療が必要となった重症

難病患者に対する適切な入院施設の確保等を行う事業に加え、新たに、在宅療養中の重症難病患者のレスパ
イト入院のための病床を確保するための事業を行うことにより、難病医療体制の整備を図る。

○難病患者等居宅生活支援事業 ２０７百万円（２０７百万円）
地域における難病患者等の日常生活を支援することにより、難病患者等の自立と社会参加を促進する。

平成２２年度難病対策関係予算案の概要

※（ ）内は平成２１年度予算額
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重症難病患者入院施設確保事業の概要 

 

１．事業の目的 

  病状の悪化等の理由により、居宅での療養が極めて困難な状況となり、入

院治療が必要となった重症難病患者に対し、適時に適切な入院施設の確保等

が行えるよう、地域の医療機関の連携による難病医療体制の整備を図ること

を目的とする。 

 

２．事業の内容 

 （１）実施主体 

    都道府県 

 

 （２）対象患者 

    難治性疾患克服研究事業（臨床調査研究分野）の対象疾患患者 

 

 （３）実施方法 

    都道府県は難病医療連絡協議会（連絡協議会）を設置するとともに、

概ね二次医療圏ごとに１か所ずつの難病医療協力病院（協力病院）を指

定し、そのうち原則として１か所を難病医療拠点病院（拠点病院）に指

定して、重症難病患者のための入院施設の確保を行う。 

 

ア．難病医療連絡協議会 

    ・拠点病院、協力病院、保健所、関係市町村等関係者で構成 

    ・難病医療専門員（保健師等）を原則１名配置 

    ・拠点病院、協力病院への入院患者の紹介、患者等からの各種相談に

対応 

 

   イ．難病医療拠点病院 

    ・難病医療相談窓口の設置（必要に応じて相談連絡員１名を配置） 

    ・協力病院からの要請に応じ、高度の医療を要する患者の受け入れ 

    ・医療従事者向け難病研究会の開催 

    ・関係機関・施設への医学的な指導・助言 

 

   ウ．難病医療協力病院 

    ・拠点病院からの要請に応じて患者の受け入れ 

    ・地域施設等への医学的な指導・助言 

 

   エ．在宅療養中の重症難病患者であって、介護者の事情により在宅で介

護等を受けることが困難になった場合に一時的に入院することが可能

な病床を、各都道府県の拠点病院等に確保する。 


